
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

2022年 度 事 業 報 告 書
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1 事業の成果

(1)国際協力・推進活動

我が国企業のイスラーム市場展開への取り組みを支援するため、タイフェックスヘの参加を促進

するなどの事業を実施した。

(2)経済活動の活性化活動

国内の企業からのハラールに関する相談に対応すると同時に、会員を対象にハラール研修会を開催

し、海外展開やインバウンド対応への意識啓発を促進した。また、大阪・関西万博への参加を促進

した。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業               (事 業費の総費用 【    】千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

定萩に記載
された
事業名

事業内容 日時 場 所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

{1)ハ ラール
の啓発、普
及、広報

国内の中小企業を対象に
ハラールに関する情報提
供などを実施 した。

12月 9日

3月 17日

4月 13日

汐留アジ

アンタウ

ン

3人 一般企業 約 30人 30

(2) ― ル
展 開

ハ フ

市 場
研修

海外への事業展開を進め
ようとする企業を対象に
研修会を実施 した。

2月 18日

虎ノ門中

小機構会

議室

4人 会員 20人 90

(3)ハ ラー ル

認 証 取 得

支援

中小企業のハラール認証

取得を支援 した。

4月 19日

7月 21日

A社

B社
2人 会員 2社 0

④ 海 外 での

展 示会 参

加支援

タイでのハラール市場へ

の事業展開を支援した。

5月 22日

か ら

5月 25日

,-t .7
-iy?
7

2人 会員 8社 100

載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

定
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千 円)

な し



書式第 13号 (法第 28条関係 )

22年度 活動計算書 (そ の他事業が上登場合)

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本ハラル開発推進機構

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

受取補助金

事業収益 ・●12

そ の の

受取利息

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

9,350
153,860

0

0

0

旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

(2)その
会議費

163

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
支払手数料

7,765

0

58,186
0

10,465
0

418

2 の

B

A

過年度損益修正益

正過 度

災害損失

D

人

13 772

:ヽ 及

正味財産



書式第 15号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本ハラル開発推進機構

′]ヽ

ク

』

1 0

3 の の 0

2) 形

形

現金預金

未収金

棚卸資産

14,170
0

0

敷金
長期貸付金

車両運搬具

什器備品

ソフトウェア

借地権

14,170

2

+

1

()

B-1

未払金

預り金

長期借入金
退職給付引当金

正 オ 産 の 14 17

13,772
398

正 財

当

13,772
39

B-2

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】【B】 14,1

■闘 |■■

22年度 貸借対照表

【A】 資 産 合 計 ①+②



書式第 17号 (法 第 28条関係 )

22年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本ハラル開発推進機構

(単付

A

1

現金
:ff‐

暑害tFJ銀行普通預金

nl

14,170.

0

14.170

0

14,170

未収金
00事業未収金
▲▲事業未収金

0 0

棚卸資産

販売用寄附物品

0

(1) 形 0

車両運搬具
事業用車両

什器備品
パソコン

(2) 01 0

ソフトウェア
オペレーションシステム

文書編集ソフト

借地権
00市事業所

3 0 0 0

敷金
00市事業所

長期貸付金
OO銀行

【A】 資 産 合 計 ①+② 14 170 14.170 14.170

■

(

未払

β
l]客

絶基保険料

預り金
源泉徴収税

長期借入金
OO銀行僣入金

退職給付引当金
議員

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 0

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 14.170 14.1701       14.170

目■

田H西日

: のT 賓
~



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

22年度年間役員名簿 (前事彙年度において役員であつたことがある全員の民名及び住所又は層所並
びにこれらの者についての口事■年凛におけるほ日の有彙を●●した名簿 )

特定非営利活動法人  日本ハ ラル開発推進機構

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

l 理 事

占部 治 2022年 10月  1日

2023年  9月 30日

年  月  日

年  月  日ウラベ オサム

2 理 事

蛤川 雄一 2022年 10月  1日

2023年 9月 30日

年  月  日

年  月  日
ニナガワユウイ

チ

3 理 事

錫村 民生 2022年 10月   1日

2023年  9月 30日

年   月   日

年  月  日スズムラタミオ

4 理 事

山田 誠 2022‐年10月  1日

2023年1 9月 30日

年

年

月

月

日

日l'2ts 'z= |

5 理 事

池間 篤史 2022年 10月  1日

2023年  9月 30日

今:  月   日

年 月 日イケマ アツシ

6 監事

遠山 泰 2022年 10月  1日

2023年  9月 30日

年  月 日

日年 月トオヤマヤスシ

7 理事・監事

年 月

月

日

年 日

年 月

月

日

日年

8 理事 。監事

年  月 日

日年  月

年 月

月

日

日年

9 理事・監事

年  月  日

年:   月   日

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月 日

日年 月



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

1鐘週腱1型題 饉込__旦2L=2」墜麗曖士饉望出

氏   名

1 池間 篤史

2 占部 治

3 遠藤 修武

4 小川 仁直

5 川崎 秀弥

6 杉本 剛志

7 錫村 民生

8 遠山 泰

9 蟻川 雄―

10 藤並 晃

11 村上 隆之

12 山田 臓




